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弁済協定）申立
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件についての調停」の合意

市第８２号議案　　坤サド“

　　「特定調停（債務弁済協定）

　財団法人横浜開港１ ５０周年協会は、「開国博Y150」の収支問題の解決を図る

ため、横浜地方裁判所に３件の特定調停を申し立て、横浜市は、調停委員会から

　「利害関係人として参加することが相当である｡」との呼出しに応じて、それぞれ

の特定調停に参加してきました。

　このうち、調停委員会から調停条項案が出された１伴の調停に合意することに

ついての議案を提出します。

１　調停の概要

（１）事件名
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横浜地方裁判所平成22年（特ノ）第１号特定調停（債務弁済

協定）中立事件

平成22年３月30日

人：財団法人横浜開港１ ５０周年協会（以下「協会」という｡）

方：株式会社勝報堂ＪＶ（以下「博報堂ＪＶ」という｡）

　　　　（注）博報堂ＪＶ構成員（８社）：博報堂、東急エージェンシー、京急アドエンタ

　　　　　　　ープライズ、相鉄エージェンシー、横浜アーチスト、旭広告社、神奈川新

　　　　　　　聞社、ＮＨＫエンタープライズ

　　・　利害関係人：横浜市

（４）申立内容

　　　「協会と博報堂ＪＶとの間の債務額を確定した上、債務の支払い方法を協

　　定する｡」との特定調停手続きによる調停を行うことを求める。

（５）経過

平成22年３月30日 協会が横浜地方裁判所に勝報堂ＪＶとの特定調停を中立。

平成22年５月～７月まで 協会・情報堂ＪＶとの間で３回の調停を実施。

平成22年７月16日
横浜地方裁判所から横浜市への呼出状（利害関係人として

参加することが相当）が送達。

平成22年８月～10月まで 協会・勝報堂ＪＶ・横浜市との間で５回の調停を実施。

平成22年10月13日 横浜地方裁判所から調停勧告案が出される。

平成22年10月28日 横浜地方裁判所から再度、調停勧告案が出される。

平成22年11月15日 横浜地方裁判所から調停条項案が出される。

２　調停条項案要旨

（１）調停条項案の前文

　・　協会及び博報堂ＪＶ並びに横浜市は、横浜地方裁判所調停委員会の勧告に

　　基づき、

　・　協会が事業主体として実施した「開国博Y150」をはじめとする開港150周

　　年記念事業（以下「本件事業」という｡）が、横浜市ないし横浜港の歴史を

　　振り返り、未来への発展を期するという目的を持って行われ、

　・　社会的な貢献をしたことを認めつつ、協会の財務状況が債務超過に陥って

　　いる現状を踏まえ、

　・　協会に対する債権者である博報堂ＪＶも一定の損失を負担すると同時に。
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本件事業を当初発案し、本件事業について多大な関与と支援をしてきた横浜

市も、協会の総債務のうち固有の資金により弁済できない額のおおむね２分

の１相当額を補助金として拠出することを基調とした相当額の支援を行い、

　もって本件問題の妥当かつ早期の解決に資するために､本調停時点において

解決可能な範囲の債権者との間において本調停を成立させるものとする。

　なお、協会及び横浜市が、他の債権者と調停その他の合意を成立させると

きは、本調停に基づく勝報堂ＪＶに対する配当率を超えないものとする。

（２）調停条項の各項目

条項１　協会の勝報堂ＪＶに対する債務（以下「本件債務」という｡）の残額
-
　　を確認する。

　　　・平成21年４月１日付け業務委託代金債務　金34債3833万〇〇26円

条項２　横浜市は、協会から特報堂ＪＶに対し、本件債務のうち、７割に相当-
　する額が支払われることなるよう、協会固有の資金で不足する分に充当させ

　るため、協会に対し、補助金を交付すること。協会は、交付された補助金を

　本調停条項に定められた目的以外に使用することはできない。

　　　・勝報堂ＪＶへの支払充当用　金12億6551万8710円

条項３　協会は、近畿日本ツーリスト、相鉄観光、日本旅行との間の入場券代

　金返還請求事件の結果、協会が各会社から回収できた金員は、回収のための

　諸経費を控除して、横浜市に補助金の返還として支払う。

条項４　協会は、勝報堂ＪＶに対し、本件債務のうち、７割に相当する金額と
ｰ
　して、協会固有の資金から11億4131万2308円と横浜市からの補助金を合

　算し、金24債〇683万1018円を支払う。

条項５　勝報堂ＪＶは、協会に対し、前項の金員が支払われたときは、当該入

　全日をもって、本件債務の残額を免除する。

条項６　協会、勝報堂ＪＶ及び横浜市は、協会と勝報堂ＪＶ及び横浜市と勝報

　堂ＪＶとの間において、本件事業に関する諸問題が円満に解決されたものと

　し、本調停条項に定めるもののほか、互いに何らの債権債務が存しないこと

　を確認する。

条項７　調停費用は各自の負担とする。-

　合意の理由

　特定調停法では、調停委員会が特定調停に係る事件の当事者に対し調停条項

案を提示する場合には、当該調停条項案は、公正かつ妥当で経済的合理性を有

する内容のものでなければならないとされています。

　本市としては、特定調停法の趣旨を踏まえ、裁判所の調停委員会のもとで、

妥当かつ早期の解決に資するために、本調停時点において、解決可能な範囲の

債権者との間において調停を成立させることが望ましいと判断し、調停条項案

に合意するものです。

1博報堂ＪＶ債務残額一一

　・協会固有資金・・・・

　・横浜市補助金交付額・

　・博報堂ＪＶ債務免除額
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特定調停の経過について

協会、任意での交渉

協会（理事会）　ＨＪＶ
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；太陽株匹

ＡＤＫへの特定調停中立を決定(ＴＳＰは6.14理事会決定J
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協会　特定調停申立（相手方：ＨＪＶ）
ＨＪＶ関連第１回調停期日

ＨＪＶ関連第２回調停期日

協会　特定調停申立（相手方：ＴＳＰ）
協会　特定調停申立（相手方：ＡＤＫ）

ＨＪＶ関連第３回調停期日

調停委員会から本市にＨＪＶ調停への利害関係人としての参加の呼出

ＴＳＰ関連第１回調停期日
●個●・●Ｉ●●●・・

３　ＨＪＶ関連第４回調停期日
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10.28　調停委員会から再度、調停勧告案
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ＡＤＫ関連第５回調停期日

調停勧告案への回答（ＨＪＶ同意）

調停委員会から調停条項案
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9.27　HJV関連第６回調停期日、ＴＳＰ関連第３回調停期日、

　　　ＡＤＫ関連第２回調停期日
ＨＪＶ関連第７回調停期日、ＴＳＰ関連第４回調停期日、

ＡＤＫ関連第３回調停期日
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調停委員会から調停勧告案

　　・協会の３者への債務額　合計約42

.

〔

・債務超過額の２分の１を市が補助

、

ＨＪＶ関連第８回調停期日、ＴＳＰ関連第５回調停期日、

ＡＤＫ関連第４回調停期日　　（調停勧告案に各社不合意）
-.四丿山〃－・｀’

[調停委員会の意見等]

　市は総括的立場で、一定の社会的・道義的責任があるとも考えられるので
呼んだ旨説明。

[本市の意見等]

　基本的には協会の債務整理の問題と認識｡呼出を受けたため意見等を聞く

調停委員会から本市にＴＳＰ・ＡＤＫ調停への利害関係人としての参加の呼出
ＨＪＶ関連第５回調停期日、ＴＳＰ関連第２回調停期日

ＡＤＫ関連第１回調停期日

[調停委員会の意見等]

　債権者側に一部債務免除を、市に追加支援の可能性をそれぞれ打診。
[本市の意見等]

・市はY150の実施計画を作成し、基本財産の出えん・職員派遣・補助金等
　で支援。

・支援はしてきたが、事業主体は協会であり、損失補償等はなし。

・追加支援には、公益性の要件や市会の議決が必要。

12億円確認

２分の１を債務免除（配当率約68%）

・概ね２分のｌを基調とし、配当率が70別こなるよう市が補助。残額を債務
　免除。

・チケット訴訟が未決着の場合、その債権をなしとみなす。回収できた金員

　は、諸経費を控除し市に返還。

・順次解決に向け、他の債権者の調停の成否に関わらずまとめる。



特定調停について

１　概要

　　支払不能に陥るおそれのある債務者等の経済的再生に資するため、債務者が負っている金

　銭債務に係る利害関係の調整を促進することを目的とする民事調停。

　　調停条項案は「公正かつ妥当で経済的合理性を有する内容であること」と法律で定められ

　ているため、負担割合についての客観的な判断を得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令：特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成Ｈ年12月17日法律第158号）

２　特定調停手続きの流れ（今回の流れ）

（１）特定調停の中立

　　　　協会が横浜地方裁判所に申し立て

（２）調停委員の選任

　　　調停委員として、事案の性質に応じて必要な法律等に関する

　　　専門的な知識経験を有するものを選任し、裁判官とともに調停委員会を構成

（３）調停期日

　　　調停委員会が当事者の意見聴取等

（４）調停勧告案１

　　　調停委員会が妥当と考える調停案の要旨

一
‐
○

ぐ

）調停勧告案２

　　調停委員会から修正した調停勧告案の提示

（６）調停条項案

　　　調停調書をまとめるために調停勧告案をより詳細にした条項案

（７）市会での議決

　　　本市に関わる調停条項案の議決

（８）調停成立

３

。ノ
ゲ

市会での議決と当事者の同意を受け、調停委員会ｶ4i
y9?調書作成。（効力発揮）

調停の効力

調停調書は裁判所の和解と同一の効力を有する。

４　手続の非公開

　　特定調停手続は、民事調停規則（第10粂）で非公開。

４
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【債務整理状況】
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債権者数ベース(会社数)
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【ＨＪＶ構成員】
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【チケット代金回収状況】
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債務整理等のスキーム（概要）

　【当初勧告案{１０／１３１}

※ＨＪＶ、ＡＤＫ、ＴＳＰ合計
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【調停条項案（11/15）HJV】
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・債務超過額の概ね1/2を基調としつ

Ｓ

配当率70％となるよう市が補助、
債権者は概ね1/2を債務免除
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　　11.41

x[j]と[i]の

　　のに対し、

Ａ債務超過額
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ﾁｹｯﾄ回収額1.18:
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Ｃ協会固有資金

　　13.86

　【修正勧告案{１０／２８}】

※ＨＪＶ、ＡＤＫ、ＴＳＰ合計
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債務超過額の概ね1/2を基調としつっこ

　配当率70％となるよう市が補助

、

　債権者は概ね1/2を債務免除

　・

順次解決に向けて

、

それぞれまとめる
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Ａ債務超過額

　　　 2 8

.

1 4
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収 支 不 足 額

2 5

.

7 7 ( 資 料 ４ )

■■■■■■■■-■-■■a■■■■■-･aaa･･ふ　ふ

Ｂ･未回収額2

.

37はl

ゼロとみなす。

・回収後は諸経費

を控除し市に返還

協会固有資金

　13.98

「ｃ協会固有資金」の差異は、田がﾁｹﾌﾄ回収額を1/2とみなしているため販売奨励金等の支出を見込んでいる

回はﾁｹｯﾄ回収額をゼロとみなしているため、販売奨励金の支出を見込んでいないことによるもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　-6-
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【６／１８の市会に報告した未確定額から増額した主な項目】

［債権者関係］

・時報堂ＪＶ増分　　　　　約１億６６１５万円（追加イベント等）

・ＡＤＫ増加分　　　　　　　　約８２５７万円（追加イベント等）

・ＴＳＰ太陽減額分　　　　　▲約４７４１万円（要員・バス減等）

［その他］

・H22年度協会事務費　　　約１億〇７３２万円（人件費等）

・ドラマョコハマ追加負担分　　約２９８４万円（イベント収支不足、債権音数30）

・その他

:;犬;
　争≒抑

7･

　　▲約５３０６万円（出えん金等）

●d●1S･÷÷S･÷rld･･･■●1･･¶raa･■a･･aJa÷･a●÷●¥●÷r71÷･･¶･･d÷¶･･■¶････j････●÷I●●1711d●･･･■･･･■･･･■･･･●･S●÷I●●･･7¶●■･■･･･････a･●a･･･S●Wd÷1

　　　　　　　　　　１５０周年協会の収支不足額の経緯

■　平成２１年１２月４日　都市経営・行政運営調整委員会報告

　　・未確定額　約２５億円（協会理事会資料（１２月３日開催Ｄ

　　Ｏ入場料収入は全額回収を想定｡）

・　平成２１年度決算に伴う精査（Ｈ２２年度分は反映していない｡）

　（１）平成２２年４月２２日　都市経営・総務委員会報告

　　・未確定額　約２３億５９５エ万円（Ｈ２１年度決算見込み）

　　Ｏ入場料収入は全額回収を想定｡）

　　注：特定調停や訴訟を行っているため未催定額は変化することがある。

（２）平成２２年６月１８日　都市経営・総務委員会報告

　　・未確定額　約２２億９１７６万円（Ｈ２１年度決算数値）

　（・入場料収入は全額回収を想定｡）

　注：特定調停や訴訟を行っているため未確定額は変化することがある。

■　平成２２年１０月１３日　調停勧告案時点

　・収支不足額　約２５億７７エ７万円
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9.10

旅行代理店との民事訴訟の経過に １
Ｖ
つ xて

注：株式会社日本旅行F日本旅行｣、近畿日本ツーリスト株

　　式会社｢近ツー｣、相談観光株式会社F相談観光｣

日本旅行から協会への民事訴訟提訴（代金返還請求）

協会から近ツー・相鉄観光への民事訴訟提訴（代金請求）

協会から日本旅行への反訴（代金請求）

近ツー・相鉄観光から協会への反訴（代金返還請求）

|●■●●●･■■■･●･●･･■････●■･‐個IIIIII●●●II●●●●･■●･III■･個●I●I●●●I●II●･■●････●･･●●■●■III●●●･･■■･･■■･■■●III●●●●ll●I

近ツー・相鋏観光　第１回ロ頭弁論期日

日本旅行　第１回ロ頭弁論期日

近ツー・相鉄観光　第２回ロ頭弁論期日

日本旅行　第２回口頭弁論期日

近ツー・相鉄観光　第３回口頭弁論期日

じ

日
じ

裁判所から、双方に和解の意思を確認され、双方了解。

本旅行　第３回ロ頭弁論期日

裁判所から、双方に和解の意思を確認され、双方了解。

9.21　近ツー・相鉄観光　第１回和解期日

10.1　近ツー・相鉄観光　第２回和解期日

　　　　〔裁判所から和解勧告あり。

10バ2　日本旅行　第１回弁論準備期日
じ

裁判所から和解勧告あり。

４
８
１
２

０
０
１
１ 近ツー・相鉄観光　第３回和解期日

近ツー・相鉄観光　第４回和解期日

Ｊ

Ｊ

〕

Ｊ

〔近ツー・相鉄観光から、和解勧告不同意の回答あり。訴訟に復帰。　〕

11，

H，

12，

　１　日本旅行　第２回弁論準備期日

10　日本旅行　第３回弁論準備期日

９（予定〉日本旅行　第４回弁論準備期日

1 1.30（予定）近ツー・相鉄観光　第４回口頭弁論期日

9･

●●●・●●●ｌ



協会と旅行代理店との民事訴訟の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一１日本旅行との民事訴訟の概要

１　日本旅行の訴状（概要）

　（１）請求の趣旨

　　・　被告は、金50､467､176円及び遅延損害金を支払え等の判決を求める。

　（２）請求原因

　　・　事前の説明とイベント内容が異なる。

　　・　協会の各種割引販売により、入場券販売を妨害　等

匯∇司

２　協会の反訴（概要）

（１）請求の趣旨

　　・　反訴被告は、金89､097､333円及び遅延損害金を支払え等の判決を求める。

（２）請求原因

　　　被告は「大口買取入場券に関する覚書」の約定に従い、残額等を支払う義務がある。

　　　　　［約定日］平成20年５月30日

　　　　　［代金］２億３千４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　　　　　（ﾍﾞｲｻｲﾄﾞ普通大人入場券（1800円）で13万枚分）

　　　　　　　　　代金は、買い取ったチケットの販売数の如何を問わず全額反訴原告に支払うものし、販

　　　　　　　　　売手数料等を代金から控除し、反訴原告に支払う。

　　　　　［支払期日］前金平故21年３月31日　残金平成21年11月16日

‘・近畿日本ツーリスト・相鉄観光との民事訴訟の概要

１　協会の訴状（概要）

（１）請求の趣旨

　　・　被告近畿日本ツーリストは、金109､249､787円及び遅延損害金を支払え　．

　　・　被告相鉄観光は、金36､462､306円及び遅延損害金を支払え

　　　等の判決を求める．

（２）請求原因

　　　被告は「大口買取入場券に関する覚書」の約定に従い、残額等を支払う義務がある．

　　　　　　1約定日］平成20年５月30日

　　　　　　［代金］近畿日本ツーリスト　２億７千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　、..……

　　　　　　■　　　　　　　　　　　（へ’ｲｻｲﾄ’普通大人入場券（1800円）で15万枚分）　　　　・々ベーノこぐ･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　．･ゝ「　　　　　　　　　　相鉄観光　　　　　　９千万円　　　　　　　　　　　　　ノ.I｀.･

　　　　　　　　　　　　　　（へ’ｲｻｲﾄ’普通大人入場券（1800円）で５万枚分）

　　　　　　　　　　代金は、買い取ったチケットの販売数の如何を問わず全額原告に支払うものとし、販売

　　　　　　　　　　手数料等を代金から控除し、原告に支払う。

　　　　　　f支払期日］前金　平成21年３月31日　残金　平成21年11月16日

２　近畿日本ツーリストの反訴（概要）

（Ｉ）請求の趣旨

　　・　反訴被告は、金40､062､895円及び遅延損害金を支払え等の判決を求める

（２）請求原因

　　・　入場者の低迷は世界的経済危機等、予測不能。？

・　イベント内容が説明内容と異なり集客力に乏しい。等

10，
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H21

　9.30

決算特別委員会

　総合審査

詐長答弁J

「Y150について、市として責任を持って総括」等

12.3 第４回定例会

　一般質問

[市長答弁]

｢Y150の収支不足について、市は全体を統括する

立場で総括し、責任を持って対応｣等

12.4

12.7

都市経営・行政運

営調整委員会

○横浜開港150周年記念事業の総括について

OY150の収支見込について．

　　(約25億円の未確定額等)
２２Ｈ
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16

4.22

5パ4

6.18

9バ3

都市経営・行政運

営調整委員会

都市経営・行政運

営調整委員会

都市経営・総務委

員会

都市経営・総務委

員会

都市経営・総務委

員会

都市経営・総務委

員会

○交渉状況による旅行代理店３社に対する法的措

　置について

⊃先行代ミ告３社との民事訴訟について

こ博報堂JVへこ特定調停の中立について

こ旅行代理苫とこ民事訴訟;こつ｀にて

こ市費S2億円こ使途:こついて;:協会二役支見込)

Ｃ博報堂F.'とこ特定鰐停:こS｀､lて

　　(第１回調停期日等!

○旅行代理店との民事訴訟について

○本市に対する住民訴訟について

　　(請求の趣旨等)

○協会の収支状況について

○受託事業者との特定調停状況について

○旅行代理店との民事訴訟について

○本市に対する住民訴訟について

○特定調停の進捗状況について

　　(市の利害関係人としての参加)

○民事訴訟の進捗状況について

　　(和解協議について)

○本市に対する住民訴訟について
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